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資料３　調査対象地域の概要資料３　調査対象地域の概要資料３　調査対象地域の概要資料３　調査対象地域の概要資料３　調査対象地域の概要

３－１　主要指標３－１　主要指標３－１　主要指標３－１　主要指標３－１　主要指標

正式名称：アゼルバイジャン共和国（Azerbaidjan Republic）

土地面積：86,600km2（日本の約４分の１）

人口：770万人（1998年12月末）

首都：バクー市

GNP：39億ドル（1997年：世界銀行）

一人当たりGNP：510ドル（1997年：世界銀行）

経済成長率：10.0％（1998年：CIS統計委員会）

物価上昇率：-0.8％（1998年：CIS統計委員会）

失業者数：1.4％（1997年末：CIS統計委員会）

主要産業：石油産業（石油精製、石油化学、機械)、農業（綿花、ブドウ、野菜等）

外国貿易（1997年：CIS統計委員会)：

　　　　　輸出総額  6.1億ドル

　　　　　輸入総額　9.7億ドル

主要貿易相手国（1997年：国家関税委員会）

　　　　　輸出　イラン（24.3％)、ロシア（23.1％)、グルジア（17.1％）

　　　　　輸入　トルコ（22.6％)、ロシア（19.1％)、ウクライナ（10.8％）

通貨：マナト（Manat)。1994年１月から唯一の支払い手段となっている。

為替レート：１ドル＝ 4,277マナト（1999年８月18日現在）

民族：アゼルバイジャン人（82.7％)、ロシア人（5.6％)、アルメニア人（5.6％）（1995年）

言語：公用語はアゼルバイジャン語（トルコ語系）

宗教：イスラム教シーア派が優勢

３－２　社会・経済状況３－２　社会・経済状況３－２　社会・経済状況３－２　社会・経済状況３－２　社会・経済状況

(１) 政治体制

政体：共和国。元首は大統領。

元首：アリエフ、ヘイダール・アリルザ・オグル大統領。任期は５年。1993年10月、

選挙により第３代「ア」国大統領に就任。1998年10月、圧倒的支持を受けて再

選される。

議会：一院制（任期５年、前回選挙は1995年11月）の国民会議。定数125名。

政府：ラシザデ、アルトゥール首相。首相は大統領が任命。
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略史：13世紀 モンゴル帝国領に編入

15世紀後半 イラン・サファビー朝により「ア」国全域征服される。

18～19世紀 ｢ア」国の北半分をロシア帝国が、南半分をイランが併合

1920年 グルジア、アルメニアとともにザカフカス社会主義連邦ソビエ

ト共和国を形成、ソ連邦に加盟

1936年 アゼルバイジャン・ソビエト社会主義共和国として連邦に加盟

1988年２月 同共和国内のナゴルノ・カラバフ自治州においてアルメニアへ

帰属替えを求めるアルメニア人の運動が高揚。

1989年10月 共和国主権宣言

1991年２月 国名を「アゼルバイジャン共和国」に改称

1991年８月 共和国独立宣言

内政：最大の政治課題は1988年に、｢ア」国領内のナゴルノ・カラバフ自治州のアルメ

ニアへの帰属変更を巡って開始された、ナゴルノ・カラバフ紛争の解決である。

1993年にアルメニア軍が分離主義者を支援するために浸入し、｢ア」国領の20 ％

が現在アルメニアの支配下にある。1994年５月以来停戦合意が遵守されている

が大量難民が発生しており、既に100万人がバクー市に流れ込んで来ているとい

われている。

(２) 国の行政組織

　｢ア」国の行政組織は変革期にあるが、1999年８月時点での行政組織は、首相府（Cabinet

Ministers）以下16の省庁（Ministry）と20の国家委員会（State Committee）が設置

されている。

【Ministries　省庁】

　*出典：BAKU TODAY 1999

1) Ministry of Agriculture and Food　農業食料省

2) Ministry of Communications  通信省

3) Ministry of Culture  文化省

4) Ministry of Defense  防衛省

5) Ministry of Economics  経済省

6) Ministry of Education  教育省

7) Ministry of Finance  大蔵省

8) Ministry of Foreign Affair  外務省

9) Ministry of Information and Press  情報報道省
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10) Ministry of Internal affairs  内務省

11) Ministry of Justice  法務省

12) Ministry of National Security  国家安全保障省

13) Ministry of Public Health  保健省

14) Ministry of Labor & Social Protection  労働社会保護省

15) Ministry of Trade  貿易省

16) Ministry of Youth and Sports  青少年スポーツ省

【State Committees　国家委員会】

　*出典：BAKU TODAY 1999

1) Audit Chamber of the Azerbaijan Republic  会計検査院

2) Chamber of Commerce and Industry of Azerbaijan　商工会議所

3) State Committee for Anti-Monopoly Politics and Business Support  国家独占禁

止ビジネス支援委員会

4) State Committee for Construction and Architecture  国家建設建築委員会

5) State Committee for Ecology & Control for Nature Use  国家環境委員会

6) State Committee for Geodesy and Cartography  国家測地学地図委員会

7) State Committee for Geology and Mineral Resources  国家地質鉱物資源委員会

8) State Committee for Housing Municipal Economy  国家住宅地方自治経済委員会

9) State Committee for Hydrometeorology  国家水文気象委員会

10) State Committee for Melioration & Water Services  国家改善水道委員会

11) State Committee for　Land  国家土地委員会

12) State Committee for Monitoring Safety Procedures in Industry and Mining  国

家工鉱業安全監視委員会

13) State Committee for the Production of Special Machinery and Conversion  国

家特殊機械生産転換委員会

14) State Committee for Property  国家資産委員会

15) State Committee for Protection and Restoration of Historical and Cultural

Memorials  国家歴史文化財保護復旧委員会

16) State Committee for Refugees and Displaced Persons Problems  国家難民問題委

員会

17) State Committee for Science and Technology  国家科学技術委員会

18) State Committee for Statistics  国家統計委員会
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19) State Committee for Veterinary Medicine  国家獣医学委員会

20) State Custom Committee  国家税関委員会

　上記行政組織において、環境に関連するモニタリングは、国家水文気象委員会ほか、

幾つかの組織で行われているが、環境行政を行う組織は唯一「国家環境委員会」となっ

ている。国家水文気象委員会については、近い将来、国家環境委員会に併合されるとも

言われている。

(３) 経済構造

　ナゴルノ・カラバフ紛争で壊滅的な打撃をうけた「ア」国経済も停戦合意後、IMFの支

援を受け経済安定化に努めた結果、GDP成長率が1996年にプラスに転じ、1998年には10％

と高成長を記録し、今後も石油分野を中心として高い成長率が見込まれているが、石油

偏重経済が懸念材料となっている。

　一方、経済が成長軌道に乗ったとはいえ、それ以前の激しい落ち込みがあることから、

現在でも国民の生活は楽なものとはいえない。加えて、失業者や難民の問題、所得格差

の拡大が深刻化しつつあり、失業率が政府公式は発表では、1.4％であるが、企業内失業

等も加味すると労働人口の20～25％に上るとみられる（国家統計委員会)。また、国営企

業の民営化や法制度の整備等の経済改革が遅れており、特に工業の中で機械・設備や鉱

業・化学等の分野は現在もマイナス成長を続けており、大規模国営企業の合理化が急務

となっている。

　石油価格の低迷により、石油に偏った経済の脆弱さと経済構造の危険性を十分に認識

した「ア」国政府は、それを是正していくため、機械、石油化学分野の近代化、合理化

を推進し、輸出競争力をつけることを政府の方針として掲げている。しかしながら、そ

のプログラムの実現には外国からファイナンスが必要であり、安定的な石油収入の確保

がはかれるまでのファイナンスが鍵となっている。一方、上水道、電力関連、輸送ルー

ト等のインフラ整備も滞っている状態であり、社会資本整備と産業育成とのバランスの

とれた運営が期待されている。

３－３　自然状況３－３　自然状況３－３　自然状況３－３　自然状況３－３　自然状況

(１) 地勢／地形図

　｢ア」国は旧ソ連の南西部に位置し、東はカスピ海に面し、北はロシアのカフカス山

脈、西はグルジア・アルメニア、南はイランと国境を接し、クラ川を中心に平野が広がっ

ている。



－60－

　同国の地形図の作成は、国家測地学地図委員会が管轄しており、旧ソ連時代から各種

の地図を作成している。｢ア」国全国の地図はもとより、バクーにおいては縮尺１/10,000

～１/5,000の市街地図を作成しており、地区によっては縮尺１/500の詳細な地下埋設管

図も作成している。

(２) 気候／気象観測

　｢ア」国の気候は、アプシェロン半島の乾燥気候から、南端の亜熱帯気候まで９つの気

候帯があるといわれている。平均気温は最も高い７月で27℃、最も低い１月で１℃となっ

ており、冬に０℃以下になることはほとんどない。年間の平均降雨量はクラ（Kura）平

野の低地部で200～300mmであるが、南部のレンコラン（Lenkoran）平地では1,000～

1,750mmとなっている。

　同国の気象観測は、国家水文委員会が全土を対象に、30箇所の観測地点で観測を行っ

ている。
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